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近年，膨大な社会的基盤施設ストックの蓄積とともにその老朽化の進行が危惧されており，快適な市民

生活の維持を図るためには，市民へのサービスレベル維持を鑑みつつ，施設の更新や維持管理の費用を最

小化していく議論を進めることが重要となっている．しかしながら，小規模な事業体では長期的な視点か

らどのようなサービスレベルで下水道施設の更新や維持管理を実施していくかについて定量的な評価は

遅々として進んでおらず，特に下水道施設の劣化過程に関する科学的検証は緒に就いたところである．

そこで，本研究では，京都府長岡京市における下水道事業について現状を把握した上で，更新・維持計

画のモデル化を行うべく，下水道施設の劣化過程のモデル化ならびにライフサイクルコストの算出を行う．

そして，事業体における更新・維持計画に関するリスク要因とその対応策について述べることにより，実

用的なストックマネジメントに向けての方向性と課題について整理する．
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Renewal and maintenance planning , Stock management, Public management

1. 研究の背景と目的

近年，水道・下水道・電気・ガス・道路といった社会

的基盤施設ストックの膨大な蓄積とともにその老朽化の

進行が危惧されており，それは快適な市民生活を妨げる

形で顕在化しつつある．また，社会的情勢をみると，少

子高齢化や人口減少により，より一層の財政状況の逼迫

が予想される．

それゆえに，快適な市民生活の維持を図るためには，

サービスレベル維持を鑑みつつ，事業体として施設の更

新や維持管理の費用を最小化していく議論を進めること

が，市民への説明責任を果たす上でも重要となってきて

いる．

しかしながら，下水道の事業体については，概ね市町

村を単位としており，比較的小規模な所が多い．そのよ

うなところでは，長期的な視点から下水道施設の更新や

維持管理をどのように行っていくか，また限られた財源

の中でどのようなサービスレベルを提供できるか，につ

いて定量的な検証を前提とした議論が遅々として進んで

おらず，短期的な視点にとどまりがちである．それゆえ

に，短期的・長期的な視点から施設の更新や維持管理に

関するスキームを構築し，事業体として施設のストック

マネジメントを実践することが必要である．特に，下水

道施設の劣化過程に関する科学的検証については緒に就

いたところであり，施設の健全性の調査や判定，劣化予

測手法の検討や利活用が，ストックマネジメントを実践

するためには極めて重要である1)．

そこで，本研究では，京都府長岡京市における下水道

事業について現状を把握した上で，下水道施設の劣化過

程のモデル化，ならびにライフサイクルコストの算定を

行う．そして，更新・維持計画に関するリスク要因につ

いて考察し，対応策について提示することにより，科学

的根拠に基づく実用的なストックマネジメントに向けて

の方向性と課題について整理する．
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具体的には，第２章にて，長岡京市の下水道施設にお

ける概況と，管種ごとの敷設延長についてまとめる．

第３章にて事業体としての更新・維持計画のモデル化

を行うにあたっての前提条件を示した後，信頼性工学の

考え方に基づいた下水道施設の劣化過程のモデル化，な

らびにライフサイクルコストの定式化を行う．

そして，第４章にて，長岡京市の下水道施設における

更新・維持計画に関するリスク要因について考察し，事

業体としての対応策を提示する．

最後に，本研究のまとめを行うとともに，下水道施設

の更新や維持管理に関するストックマネジメントを行う

上での諸課題を整理する．

2. 現状把握

(1) 概況

京都府長岡京市は，京都盆地の南西部に位置する面積

19.18km2,，人口約8万人の都市である2) ．京都市や大阪市

の間に位置し，古くからのベットタウンが広がっている

とともに，名神高速道路や国道171号沿いには，工場も

数多く立地している．

長岡京市における下水道事業は1974年から開始されて

おり，下水道管渠の総延長は221.2km 3) （2012年4月1日現

在），下水道普及率は96.9％（2008年4月1日現在）4)  とな

っている．

図-1に年度別の整備延長と累計の整備延長を記す．敷

設されてから20年（処分制限期間）を超過している管路

が約90kmと全体の約4割を占め，さらに30年を超過して

いる管路も約15kmある．

図-1 管路の年度別整備延長

なお，長岡京市から排出される下水の処理は，京都府

が管理する流域下水道の処理場にて行っているため，市

が管理する施設は管路・マンホールやポンプ場である．

また市から府に対して流域下水道分担金を支払っている．

(2) 管種ごとの敷設延長

図-2に管種ごとの敷設延長を示す．陶管（TP）が最も

多く全体の43.1%を占めており，次に硬質塩化ビニール

管（VU），ヒューム管（HP）となっている．

主要幹線ではヒューム管（HP）が主に敷設されてお

り，枝線では陶管（TP）や硬質塩化ビニール管（VU）
が主に敷設されている．

3. 事業体としての更新・維持計画のモデル化

(1) 前提条件

長岡京市は汚水処理施設をもたないため，事業体とし

てストックマネジメントの対象となる施設は主に管路や

マンホールとなる．また，下水道事業が開始されてから

37年が経過しており，標準的な耐用年数である50年に到

達し，更新を必要とする施設が今後数多く発生する．さ

らに，下水道普及率がほぼ100%となっていることから，

施設に求められるサービスレベルとして，下水道を利用

する人々が常時施設を使用できる状態にすることが要求

されている．

それゆえに，事業体として管路資産全体を常に健全な

形で保有するためには，管路にかかる費用について計画

期間内における管路網全体での総額（以下ではライフサ

イクルコスト：LCCと記す）を最小にすることが求めら

れている．ここで管路にかかる費用とは，更新費用・管

路破損による修繕作業費用・管路破損による被害額・点

検調査や清掃等の保守作業費用の合計と定義する．

そして，LCCを最小とするために，管路網のうち，ど

の管路をどの時期にどのような対応を行っていくかが重

要となる．対応方法については，次のケースを想定する．

対応方法0：修繕のみで更新しない

対応方法1：旧施設を撤去して長寿命化更新する

対応方法2：旧施設を撤去して新設更新する
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次に，どの管路をどの時期にどのような対応を行っ

ていくか，を定量的に把握するためには，管路の劣化過

程について考える必要がある．なぜなら，長期間管路の

更新を行わない場合，更新費用は減少するものの，劣化

に伴う管路破損の修繕作業費用や被害額が増加すること

により，LCCが増加すると考えられるためである．

次節では，管路の劣化過程について，劣化に伴う管路

破損の確率が管路の故障確率に等しくなるものとして，

信頼性工学の考え方に基づいたモデル化を行う 5) 6) 7)．

(2) 管路の劣化過程のモデル化

時期𝜏における管路の故障確率密度関数を𝑓(𝜏)とする

と，故障確率（時期0から時期tまでの間に故障する確率）

は，累積故障分布関数

𝐹(𝑡) = න 𝑓(𝜏)𝑑𝜏
௧


       …(1)

と表される．したがって，時期tまで故障しない確率は

1 − 𝐹(𝑡)であり，時期tまで正常に動作してきた管路が，

引き続く時期𝑡+ 𝑑𝑡の時間内に故障する条件付き確率は

𝑓(𝑡)
1 − 𝐹(𝑡)

𝑑𝑡       … (2)

と表される．ここで関数

ℎ(𝑡) =
𝑓(𝑡)

1 − 𝐹(𝑡)
      … (3) 

は寿命が時期𝑡だけ続いた後，次の瞬間に故障が生じる

率を表しており，これを管路の故障率  と呼ぶ

式(1)を(3)に代入し，境界条件 𝐹(0) = 0 を用いると，

          𝐹(𝑡) = 1 − 𝑒𝑥𝑝ቊ−න ℎ(𝜏)𝑑𝜏
௧


ቋ … (4)

と表される．そして時期tにおける管路の故障確率密度

関数 𝑓(𝑡)は

𝑓(𝑡) =
𝑑𝐹(𝑡)
𝑑𝑡

=  ℎ(𝑡) ∙ 𝑒𝑥𝑝ቊ−න ℎ(𝜏)𝑑𝜏
௧


ቋ    … (5)

と表され，一般的には下記で示すようなワイブル分布

に近似される．

𝑓(𝑡) =
𝑚
𝜂
൬
𝑡
𝜂
൰
 ିଵ

𝑒𝑥𝑝൜−൬
𝑡
𝜂
൰

ൠ

= 𝛼𝑡ఉ𝑒𝑥𝑝൬−
𝛼

𝛽+ 1
∙ 𝑡ఉାଵ൰… (6)

  ℎ(𝑡) = 
ఎ

∙ 𝑡 ିଵ = 𝛼𝑡ఉ  

m：形状パラメータ，η：尺度パラメータ

これより，布設時期 𝑆0（現時期0より以前とする）

の管が時期 𝑠 に更新される場合の時期 𝑡における故障

率ℎ(𝑡)は，次式で与えられる5) 6) ．

ℎ(𝑡) = 𝛼(𝑡− 𝑆0)ఉ(𝑆0 ≤ 0 ≤ 𝑡≤ 𝑠) …(7)
ℎ(𝑡) = 𝛼ᇱ(𝑡− 𝑠)ఉᇲ(𝑠< t ≤ S)           

ここで，S：計画期間の最終時期，α，β：更新前の管路

の係数，αᇱ，βᇱ：更新後の管路の係数を表す．

更新前の管路iの係数α，β，対応方法𝑚にて更新後

の管路iの係数𝛼,ᇱ ，𝛽,ᇱ ，布設時期𝑆0を用いて，更新

を行わない場合の管路iの故障確率密度関数𝑓(𝑡)は

𝑓(𝑡) = α(𝑡− 𝑆0)ஒ 𝑒𝑥𝑝൜−
α

β+ 1
(𝑡− 𝑆0)ஒାଵൠ

(0 ≤ t ≤ S)… (8)
時期 𝑠に対応方法𝑚にて更新される場合の管路iの故

障確率密度関数𝑔,௦, (𝑡)は

𝑔,௦, (𝑡) = α(𝑡− 𝑆0)ஒ 𝑒𝑥𝑝൜−
α

β+ 1
(𝑡− 𝑆0)ஒାଵൠ

(0 ≤ t ≤ s) … (9)

= 𝛼,ᇱ (𝑡− 𝑠)ఉ,
ᇲ
𝑒𝑥𝑝ቊ−

α
β+ 1

(𝑠− 𝑆0)ஒାଵ

−
𝛼,ᇱ

βᇱ+ 1
(𝑡− 𝑠)ఉ,

ᇲ ାଵቋ

(𝑠< t ≤ S)
管路の故障確率𝐹(𝑡)は

𝐹(𝑡) = 1 − 𝑒𝑥𝑝൜−
α

β+ 1
(𝑡− 𝑆0)ஒାଵൠ … (10)

と表される．

式(8) (9)を横軸に時期，縦軸に故障確率密度関数を図

示したものを，図-3に示す．

更新しない場合，故障確率密度関数は時期がたつにつ

れ増加していくが，更新した場合は更新時期sにおいて

一旦故障確率密度関数が0となり，再び時期がたつにつ

れ増加していく．

(3) ライフサイクルコストの定式化

管路網を対象として更新を行う際には，LCC が最小

となるものとして更新時期や対応方法を決定する．目的

関数は，管路にかかる費用について計画期間内における

管路網全体での総額 LCC が最小となるものとして，次

𝑆0   0      𝑡      𝑠          S    

対応方法0：更新しない

対応方法1：長寿命化更新

対応方法2：新設更新

時期

故障確率密度関数

図-3 時期と故障確率密度関数
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式で表す．

𝐿𝐶𝐶=  ൫𝑇𝐶௧,ଵ+𝑇𝐶௧,ଶ+𝑇𝐶௧,ଷ+𝑇𝐶௧,ସ൯
ௌ

௧ୀଵ

→ 𝑚𝑖𝑛… (11)
管路にかかる費用𝑇𝐶௧,ଵ～𝑇𝐶௧,ସについて，モデル化し

たものを以下示す．

a) 更新費用 𝑇𝐶௧,ଵ
管路網は𝐼本の管路から構成されるものとし，管路

𝑖(𝑖= 1,2,⋯ , 𝐼)について，計画期間内(0～𝑆)において計

画期間内に更新しない場合をλ= 1，する場合を

λ= 0，また時期𝑠に対応方法𝑚 (𝑚 = 1,2)の更新する

場合を𝑋,௦, =1，更新しない場合を𝑋,௦, =0とする．

更新費用については，管路の口径や管種，対応方法に

よって異なり，また更新時期によらないものとする．つ

まり，管路iにおける対応方法𝑚での更新費用を𝐶, と

すると，時期𝑡における管路網での更新費用𝑇𝐶௧,ଵは次式

のように表される．

𝑇𝐶௧,ଵ =   𝐶, 𝑋,௧,

ଶ

 ୀଵ

ூ

ୀଵ

… (12)

b) 管路破損による修繕作業費用 𝑇𝐶௧,ଶ
管路𝑖の故障確率密度関数𝐴(𝑡)は，式(8) (9)を用いて以下

のように表される．

𝐴(𝑡) = 𝜆∙ 𝑓(𝑡) +   𝑋,௦, ∙ 𝑔,௦, (𝑡)
ଶ

 ୀଵ

ௌ

௦ୀଵ

… (13)

これから，管路𝑖の時期𝑡における破損１件あたりの単位

修理費を𝑝,௧とすると，時期𝑡における管路網での管路破

損による修繕作業費用 𝑇𝐶௧,ଶは次式のように表されるも

のとする．

𝑇𝐶௧,ଶ =  𝑝,௧ ∙ 𝐴(𝑡)
ூ

ୀଵ

… (14)

c)  管路破損による被害額 𝑇𝐶௧,ଷ
管路𝑖が時期𝑡に破損した場合，管路iの上流に位置す

る利用者が被害を受けるものとする．１件の破損による

利用者一人あたりの被害額を𝑞で表すと，時期𝑡におけ

る管路破損による被害額𝑇𝐶௧,ଷは，管路𝑖の上流に位置す

る利用者数𝑈,௧を用いて次式のように表される．

𝑇𝐶௧,ଷ =  𝑞∙ 𝐴(𝑡) ∙ 𝑈,௧

ூ

ୀଵ

  … (15)

なお，管路𝑖の上流に位置する利用者数𝑈,௧は，管路𝑖
に接続して利用している人数𝑃𝑜𝑝,௧と，管同士の接続関

係を表す𝛿,を用いて，次式で算出する．

𝑈,௧=  𝑃𝑜𝑝,௧ ∙ 𝛿,

ூ

ୀଵ

  … (16)

    ここで，𝛿,は管路𝑗が管路𝑖より上流に位置するとき1，
それ以外を0とする

d) 点検調査や清掃等の保守作業費用 𝑇𝐶௧,ସ
点検調査や清掃等の保守作業費用は，管路破損による

修繕作業費用に比例するものとし，時期𝑡における管路

網での保守作業費用𝑇𝐶௧,ସを次式で表す．

𝑇𝐶௧,ସ =  𝑘௧ ∙ 𝑝,௧ ∙ 𝐴(𝑡)
ூ

ୀଵ

… (17)

4. 更新・維持計画に関するリスク要因と対応策

本章では，長岡京市の下水道施設の現状を踏まえて，

更新・維持計画に関するリスク要因を考察した上で，事

業体としての対応策を提示する．

長岡京市における下水道事業は1974年から開始され，

下水道管渠の総延長は221.2kmと，膨大な施設ストック

をかかえている．さらに，施設の老朽化が進むについて，

今後の更新・維持計画への投資の増大が見込まれる中で，

今後の人口減少・高齢化社会といった利用料金や税収の

低迷といった財政状況の逼迫が事業体の経営に甚大な影

響を及ぼす恐れがある．また，東南海・南海地震や活断

層地震による地震災害や，局地的豪雨による浸水被害等

といった自然災害に関するリスクも増大している．

このような状況の中で，下水道施設を維持管理し，市

民に対して適切なサービスを提供していくためには，短

期的のみならず長期的な視点でもって施設の更新や維持

管理に関するスキームを構築し，事業体として施設のス

トックマネジメントを実践することが重要である．以下

に更新・維持計画に関する対応策についてまとめる．

(1) 日常の維持管理に関する視点

日常の維持管理については，費用を抑制しつつも，緊

急対応がスムーズに図れ，迅速に復旧できる体制づくり

を行う必要がある．具体的には，過去に発生した破損や

つまりの履歴データの構築や，破損やつまりの原因や場

所を逐一把握することにより，今後の維持管理にあたっ

ての傾向と対策について考えていく．そして，抜本的な

改善が必要な個所については更新していくといった対応

が必要であると考える．

また市民の協力を得ながら破損やつまりの箇所をすぐ

に特定できるような体制づくりや，破損やつまり時の対

処方法のマニュアル化により，迅速に復旧できるような

体制づくりの構築が必要であると考える．
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(2) 施設の更新に関する視点

施設の更新にあたっては，工法の見直しや新工法の採

用により，費用や工期の縮減を図る必要がある．具体的

には，従来のような開削工法の他に，管だけを更生して

いく非開削工法を採用することにより，工事による生活

や商業活動への影響を最小限にとどめる工夫も必要であ

ると考える．

また，管路の重要度や管種・敷設年度を考慮しつつ，

更新に関する優先順位を設定すべきである．具体的には，

管路の重要度について複数項目該当するか管種が陶管

（TP）に該当する箇所を優先すべきである．また工事

発注にあたっては，ある程度の延長を同時に行うととも

に，新工法や非開削工法を実施することにより，費用や

工期の縮減を図り，工事中における生活や商業活動への

影響を最小限にとどめるべきである．

(3) 事業体としての視点

以上のような事項についてデータベース化を図り，デ

ータの蓄積を逐一行うことにより，長岡京市の下水道施

設における劣化度合について把握を行うとともに，工学

的な知見を得ることが重要である．また，PDCAサイク

ルを踏まえた，継続的なストックマネジメント構築を行

い，それを実践していくことが不可欠である．

また，今後の人口減少・高齢化社会を見据えながら，

サービスレベルの設定や施設の再編を行うとともに，市

民への説明責任を果たしつつ，社会性と公平性を鑑みな

がら，事後対応から事前予防対応へ移行し，安全・安

心・快適な社会的基盤施設づくりを目指すべきである．

さらに，事業体のあり方として，維持管理費・建設費

や流域下水道分担金については使用料や国庫補助で賄い，

起債や起債償還費については市税で賄うような上下分離

方式を目指すべきであり，社会的基盤施設における公共

経営の枠組みについて再構築していくべきである8)  ．

図-4に施設の更新や維持管理に関するスキームについ

て簡単にまとめる．

図-4 施設の更新や維持管理に関するスキーム

5. まとめと今後の課題

本研究では，下水道施設の適切なストックマネジメン

トの必要性を認識し，施設管理や維持更新のスキームを

提示すべく，京都府長岡京市の事例を挙げて，更新・維

持計画のモデル化を行うにあたっての前提条件を示した

後，下水道施設の劣化過程のモデル化，ならびにライフ

サイクルコストの定式化を行った．

モデルを用いて定量的な評価を行う上で課題となるの

は，まず管路の故障率を決定する各種パラメータの設定

である．これについては，社会的基盤施設の劣化の実態

把握について，地域横断的・時系列的なアプローチが必

要となってくると考える9) 10)  ．次に，破損１件あたりの

単位修理費・１件の破損による利用者一人あたりの被害

額等の原単位の設定である．これについては，長岡京市

における事業の実態把握やアンケート調査により，値を

推定する必要があると考える11)  ．

説明変数の精査やデータ精度の向上，モデルの改良等

といった課題を踏まえ，管路の重要度や管種・敷設年度

を考慮した複数のアクションプランを作成した上で，そ

のLCCや実現可能性を比較・検討し，最適な更新・維持

戦略の策定を行いたい．

最後に，下水道管の破損は，埋設される道路の交通や

安全に影響を及ぼすとともに，流下機能に支障が生じる

と地域環境の悪化や市民の日常生活の利便性が損なわれ

ることが危惧される．それゆえ，下水道のシステムを長

期間維持しつづけるための科学的根拠に基づく実用的な

ストックマネジメントモデルの提示を行うことは，地域

の方々への説明責任を果たす一つの契機になると考える．

また，アセットマネジメントの国際標準である

ISO5500Xの制定の準備が進む中，ストックマネジメン

ト導入・標準化の機運となるような取り組みを進めてい

きたい．
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A study on the risk factor and the deteriorative process of the sewerage systems in Nagaokakyo 
City - For constructing and operating the renewal and maintenance planning on the scientific 
base -

Hiroaki SHIRAYANAGI and Yukisada KITAMURA

In recent days, with the accumulation of the enormous social capital infrastructure, these decrepit 
stocks are brought to a crisis progressively. It is important that we advance an aregumment to minimize
the expense of update and  maintenance of the infrastructure with a comfortable civic life. However, in 
the small enterprise, the quantitative verification is still lack and difficult how to plan and perform the 
update and the maintenance of the sewerage systems from the long-term viewpoint with present service 
level. Particularly, the scientific inspection about the deteriorative process of the sewerage systems just 
began.
In this study,we have grasped the the present conditions of sewer business in Nagaokakyo City (Kyoto

Prefecture). For modeling quantitatively about the update and maintenance planning of the infrastruc-
ture, we construct the modeling of the deterioration process of the sewer institution, and calculate 
lifecycle costs about maintaining the sewerage systems. Lastly, by describing the risk factors and the  
countermeasures of them about the update and maintenance planning in Nagaokakyo City, we show the
flame of optimum renewal and maintenance planning from the short-term and long-term viewpoint and 
arrange the various problems about the stock management to perform this scheme.


